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52）新たな観光需要の創出 ［復興前期・復興後期］ 

 

 

 

【東日本大震災における状況と課題】 

被災地の観光産業を活性化するためには、震災前の観光施設・設備の復旧だけでなく、地域の自

然や文化を観光資源として魅力を高め、新たな観光需要を創り出し、新規の観光客を域外から誘致

することが不可欠である。 

特に、訪日外国人旅行者は 2019 年度まで全国的に急増し、東北の外国人延べ宿泊者も 2015年に

ようやく震災前の水準を回復した。国は 2020 年までに東北６県の外国人延べ宿泊数を 150 万人泊

とする目標を掲げ(1)、2016年を「東北観光復興元年」と位置づけ、東北の観光復興に取り組み、目

標を 2019 年に達成することができた。 

今後、被災地の経済が持続可能な成長を続け、本格的な復興を実現するため、どのようにして地

域の観光資源の付加価値を高め、魅力ある観光商品として創出するか、また、多くの需要が見込ま

れる海外からのインバウンドの誘客をどのように戦略的に増やしていくかが課題となっている。 

 

【東日本大震災における取組】 

・海をテーマにした体験型観光プログラム（課題①） 

宮城県南三陸町で展開されている「金比羅丸ブルーツーリズム」は、ホタテやカキ、ワカメ漁が

盛んな沿岸部地域を中心に「海」という資源を多面的に活用した新たな観光事業を展開している。

具体的には、マリンレジャーや漁業体験、トレッキングなど魅力的な体験観光プログラムを企画し

て多くの観光客を集客し、観光客が帰った後はインターネットを通じて地元名産品を販売するなど、

ブルーツーリズムによる観光資源の活用を進めている(2)(3)。 

 

・地域の森林資源を活用した宿泊滞在施設の整備（課題①） 

岩手県陸前高田市の株式会社箱根山テラスは、2014年９月、地域の森林資源を活用した宿泊滞在

施設を整備し、「広田湾を一望できる緑豊かな山間」の環境を活かして、地域内外から多くの観光客

を呼び込んでいる。 

建物の壁や床は気仙杉や県産材を用いており、木質ペレットを燃料とするストーブやボイラーを

設置して電気に頼らない熱エネルギーも実現し、木のぬくもりを感じさせる施設として、滞在型の

みならずビジネスユースの宿泊客の集客にも成功している。また、施設内のカフェバーやテラスの

ほか、併設したワークショップルームで気仙大工の技術を体感するセミナーや木材を活用した DIY

を学ぶワークショップの開催などを行うことで住民の交流の場にもなっており、地域産業の振興に

も貢献している(4)。 

 

・富裕層を対象としたインバウンドの誘客（課題①②） 

「東北プレミアムサポーターズクラブ」は、株式会社ダイヤモンド・ビッグが中心となって、欧

米の富裕層を対象とした観光プログラムを創出するため、旅行会社や旅館・ホテル業、地域 DMO や

【課題】① 被災地の観光資源について、どのように付加価値を高めるか 

② 海外のインバウンド客をどのようにして取り込むか 
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① 地域資源を付加価値の高い観光商品として創出する 

・ 地域資源の魅力を見直し付加価値の高い商品を企画し発信する。 

・ 観光客を誘客した後もインターネットを通じて被災地の魅力ある商品をＰＲする。 

 

② インバウンドの誘客体制を強化・整備し、旅行商品の開発やプロモーションを展

開する 

・ 官民の垣根を超えた協力体制を構築し、インバウンド集客のための戦略及び仕組みをつくる。 

・ 地域の垣根を越えて事業者の連携体制を構築し、インバウンド誘客に取り組む。 

交通機関など観光関連の企業約 20 社によって結成された。本クラブは、欧米の富裕層向けに事業

者が共同して東北の旅行商品を開発し、海外の旅行会社やメディアに対してプロモ－ションを行い、

東北旅行商品のアピールに取り組んでいる。事業初年度の 2018 年度は、年間延べ宿泊者数が成果

目標の 200 人を大幅に超える 1194人となり、訪日外国人から大きな注目を集めつつある（事例 52-

１）。 

 

・インバウンドを対象とした地域 DMO の設置（課題①②） 

宮城県では、訪日外国人観光客へ向けた取組を展開するために各地域にインバウンド DMO を設立

するなど、インバウンド受入体制の強化が進められた。県内には、一般社団法人気仙沼地域戦略、

一般社団法人石巻圏観光推進機構、株式会社インアウトバウンド仙台・松島、一般社団法人宮城イ

ンバウンド DMO の４機関が設置され、DMO を中心とする観光地域づくりが推進された。 

仙台市・名取市・東松島町を中心とする株式会社インアウトバウンド仙台・松島では、仙台市及

び仙台空港を含む周辺エリア６市３町を拠点都市圏とし、圏域にある温泉や自然、歴史・文化など

の観光資源を活用して新たな観光プランを開発している(5)。 

一般社団法人宮城インバウンド DMO は、インバウンド観光事業を推進する株式会社 VISIT東北を

中心に 2017 年３月に設立された(6)。本 DMO は、宮城県南部４市９町の市町により設立された「宮

城インバウンド推進協議会」が策定した観光戦略に基づき、広域的なツアーの造成やコンテンツづ

くりなどを民間企業の経験を生かして行っている。こうした官民による役割分担の明確化・被災地

方公共団体間での連携を通じ、海外からの教育旅行の誘致、外国人への情報提供や海外からの観光

に係る人材育成、さらにはウェブサイトの多言語化などが進められている(7)(8)。 
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